広報紙への広告掲載基準要綱

（趣旨）
第１条　この要綱は、広報紙を広告媒体として活用することによって、自主財源の確保を図るとともに、事業者等への広告掲載機会の提供及び市民への情報提供を通して地域経済の活性化に寄与することを目的として、市が行う広告事業の実施に関し必要な事項を定めるものとする。
（掲載内容）
第２条　掲載する広告は、次に掲げるものとする。
　⑴　商業広告及びこれに類するもの

（掲載基準）
第３条　広告の選択、掲載にあたっては、広報紙としての立場を損なわないよう、今日の一般社会常識にのっとり、かつ市民生活サイドに立って掲載の可否を決定する。広告の内容が、次の各号のいずれかに該当するもの又はそのおそれがあると市長が認めるものは、広告事業の対象としない。
　⑴　法令等に反するもの
　⑵　人権侵害となるもの
　⑶　政治活動及び宗教活動に関係のあるもの

　⑷　名刺広告及びこれに類すると思われるもの

　⑸　社会問題についての意見広告
　⑹　風俗営業に関するもの及びこれに類するもの（風俗営業等取締法で規定する風俗営業）
　⑺　公序良俗に反するもの

　⑻　消費者被害の未然防止及び拡大防止の観点から適切でないもの
⑼　その他、広報紙に掲載することが不適当と市長が認めるもの

（広告の規格、広告料金）
第４条　広告の規格、広告料金は次に掲げるものとする。ただし、同一の広告枠を年度内発行１２回分一括で申し込んだ場合、１回分の広告料金を無料とする。

⑴　半　　　段（たて４．１㎝×よこ８．９㎝）　　　１０，０００円
⑵　全　　　段（たて４．１㎝×よこ１７．８㎝）　　２０，０００円
⑶　半　　　面（たて１２．０㎝×よこ１７．８㎝）　５０，０００円
⑷　裏表紙半面（たて１２．０㎝×よこ１７．８㎝）　６０，０００円
⑸　全　　　面（たて２８．０㎝×よこ１７．８㎝）１２０，０００円

⑹　裏表紙全面（たて２８．０㎝×よこ１７．８㎝）１５０，０００円
（広告料金の減免）
第５条　次の各号のいずれかに該当する場合、広告料金を減免することができる。
⑴　次に該当する場合、商工担当課からの申請により広告料金（全段又は半段）を１回限り免除することができる。ただし、掲載期間は事由発生日から一年以内とする。
ア　企業が市の企業誘致活動により市内に進出した場合
イ　市内の個人又は企業が市内に創業した場合

ウ　市外の個人又は企業が市内に創業し、市商工会に会員登録した場合
⑵　その他市長が特に必要と認めた場合、減免することができる。
（申し込み）
第６条　広告の掲載を希望する者（以下「掲載希望者」という。）は、「広告掲載申込書」に広告の原稿案、デザイン案等掲載しようとする広告の資料を添えて、発行月の前月１０日までに、秘書広報課に申し込むものとする。

２　広告の原稿案、デザイン案等は、掲載希望者の責任で作成するものとする。
（掲載の審査及び決定）
第７条　広告の掲載の申し込みがあったときは、広告審査会において第３条に定める基準により速やかにその適否を審査し、その結果を掲載希望者に通知するものとする。
２　広告審査会の運営に関する事項は、別に定める。
（掲載方法）
第８条　広告の掲載方法は、次の各号に定めるものとする。
⑴　申し込み内容を審査し、受付順に掲載する。

　⑵　広報紙の表紙を除いたページの下部に掲載する。

⑶　掲載回数に制限はないが、広報情報量や掲載希望者が多い場合は、調整
することができる。

　⑷　広告は、４色刷りとし「広告」の文字を挿入する。

（広告料金の納入）
第９条　広告の掲載の決定を受けた者（以下「広告主」という。）は、発行月の末日までに、広告料金を納入しなければならない。
（広告の掲載の取り消し等）
第１０条　広告主が次の各号のいずれかに該当するときは、広告の掲載を取り消し、又はその掲載を停止することができる。この場合において、広告主に損害が生じることがあっても、市はその責任を負わない。
　⑴　偽りその他不正な行為により広告の掲載の決定を受けたことが判明したとき。
　⑵　指定する期日までに広告料金の納入がないとき。
　⑶　指定する期日までに広告の原稿等の提出がないとき。
　⑷　天災、事変その他非常事態が生じたとき。
　⑸　その他市長が広告の掲載を適当でないと認めるとき。
２　前項の規定により広告の掲載を取り消したときは、広告主に通知しなければならない。

（広告主の責務）
第１１条　広告主は掲載された広告に関する一切の責任を負うものとする。
　⑴　広告主は、広告の内容等が第三者の権利を侵害するものではないこと及び広告の内容等に関する財産権のすべてにつき権利処理が完了していることを保証するものとする。

　⑵　第三者から、市に対して、広告に関連して損害を受けた旨の賠償請求がなされたときは、広告主自らの責任及び負担において解決するものとする。
　　　附　則

この要綱は、昭和６１年４月１日から適用する。

　　附　則

この要綱は、平成２５年５月１日から適用する。
　　　附　則

この要綱は、平成２６年６月１日から適用する。
　　　附　則

この要綱は、平成２７年４月１日から適用する。
　附　則

この要綱は、平成２９年４月１日から適用する。
　附　則

この要綱は、令和２年３月１日から適用する。
　附　則

この要綱は、令和５年４月１日から適用する。
　附　則

この要綱は、令和７年７月１日から適用する。
